
鳥取大学・工学研究科・准教授

科学研究費助成事業　　研究成果報告書

様　式　Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９ （共通）

機関番号：

研究種目：

課題番号：

研究課題名（和文）

研究代表者

研究課題名（英文）

交付決定額（研究期間全体）：（直接経費）

１５１０１

若手研究

2023～2021

経営学に基づく集落コミュニティの共助活動に対する実践力の評価

Evaluation of the Practical Ability for Mutual Aid Activities in Local 
Communities Based on Management Studies

５０７５７２６８研究者番号：

長曽我部　まどか（Chosokabe, Madoka）

研究期間：

２１Ｋ１４２６７

年 月 日現在  ６   ６ １７

円     3,500,000

研究成果の概要（和文）：本研究は，地域住民が新たな共助活動に取り組むために，自治体が地域組織に対し適
切な支援を行うための指針を提供することを目的として行った．地域組織の雰囲気が共助活動の実行可能性に与
える影響，住民の経験・態度，組織体制と共助の関係，情報取得方法と共助の関係を明らかにした．さらに，問
題解決型学習（PBL）を導入することで地域づくりに必要な人材を発掘・育成する方法を提案し，地域社会の持
続可能な発展に寄与する方策を検討した．

研究成果の概要（英文）：This study aims to provide guidelines for municipalities to offer 
appropriate support to local organizations, enabling residents to engage in new mutual aid 
activities. It elucidates the impact of the local organizational atmosphere on the feasibility of 
mutual aid activities, as well as the relationships between residents' experiences and attitudes, 
organizational structures, and mutual aid. Additionally, the study examines the connection between 
information acquisition methods and mutual aid participation. By introducing Problem-Based Learning 
(PBL), it proposes methods for discovering and nurturing the human resources necessary for community
 development, thereby contributing to the sustainable development of local communities.

研究分野： 土木計画学，地域計画，住民参加
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研究成果の学術的意義や社会的意義
地域の新たな共助活動を支援するための具体的な知見を提供し学術的および社会的に重要な貢献を果たした．学
術的には地域版の心理的安全性の指標を開発し組織の雰囲気が共助活動に与える影響を明らかにした．また，住
民の経験や集落の体制と共助活動への関係，情報取得方法と協力意向の関係も明らかにした．さらに，PBLの視
点から地域づくりに必要な知識・技術の体系的支援策を検討した．社会的には自治体が地域組織に適切な支援を
行うための具体的な指針を提供し地域組織の実行力の向上に貢献した．住民の共助活動への協力意向を高める要
因を特定しこれに基づいた施策を提案することで，地域社会の共助の実現可能性を高めることに役立つ．

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１（共通） 
 
 
１．研究開始当初の背景 
地方では生活を支えているサービスの廃止や縮小に伴い，住民自らが地域の暮らしを維持す

るための新たな共助活動を行う必要性が高まっている．しかし，地域組織自らが新たな活動に取
り組むハードルは高いため自治体の支援が必要である．今後，支援を必要とする集落は増加する
うえ各集落の抱える問題は様々であることから，自治体は集落の実態に応じた適切な支援を行
う体制を整備する必要がある．既に，集落支援員といった人材（ヒト）や除雪機といった資機材
（モノ）の支援は実施されている．一方で，共助交通や買い物代行といった新たな共助活動にな
かなか着手できない地域組織に対して「どのような支援策が有効なのか」ということは明らかに
なっていない．つまり，地域組織の体制と共助活動に関する実績の関係が不明である．一方で，
経営学では，企業を対象として，組織の特性を把握する指標の開発やリーダーシップといった組
織の構成員を評価する指標の開発が行われ，組織体制と組織の実績について数多くの知見が蓄
積されている．地域組織は利潤の追求を行わない点で企業とは異なるものの，住民（構成員）が
持続可能な集落の運営という共通目標のために，協働したりコミュニケーションをしたりする
点に着目すれば企業と同じである．したがって，地域組織と企業の共通点や相違点を整理できれ
ば，経営学における様々な理論が地域組織にも援用でき，地域組織の特性と新たな共助活動に対
する実践力の関係を明らかにできる． 
 
 
２．研究の目的 
自治体が地域組織に対し適切な支援を行うためには，実行力または実行可能性の高い組織の

特性を明らかにし，実行力に寄与する要素を高めるような対策を検討するとよい．地域組織は住
民に加え組織体制や既存の組織活動から成る．そこで，本研究では集団（地域組織）と個人（住
民）に着目した研究を行った．主な目的は次の 2 点である． 
 新しい共助に取り組みやすい組織の要素を明らかにすること（活動と組織の関係） 
 新しい共助に前向きな住民と地域組織の関係を明らかにすること（活動と住民の関係） 
 
 
３．研究の方法 
 
上記２．の目的を達成するために，(1) 地域組織における心理的安全性と共助活動の実行可能

性に関する分析，(2) 共助活動への協力意向に影響を与える個人的・組織的要因の分析，(3) 情
報行動と共助活動の協力意向に関する分析，(4) 住民参加による問題解決型学習の実践を行っ
た．詳しくは４．に示す． 
 
４．研究成果 
 
(1) 地域組織における心理的安全性と共助活動の実行可能性に関する分析 
 
【背景と目的】中山間地域では地域住民による送迎や買い物代行といった新たな共助活動を行
う必要性が高まっている．しかし，全ての地域においてこれらの活動を実行できるとは考えにく
く，地域の雰囲気や組織体制といった地域の特性が共助活動の実行可能性に影響すると考えら
れる．そこでこれらの地域の特性を抽出し共助活動の関係を明らかにすることを試みる． 
【手法】地域の雰囲気を測る指標としてチームの「心理的安全性」の指標を援用し，因子分析と
一般化線形モデルを用いて地域の雰囲気と共助活動の実行可能性との関係を明らかにした．心
理的安全性とは組織行動に関する概念である．地域版の心理的安全性の指標を作成し「話しやす
さ」「助け合い」「挑戦」「新奇歓迎」の 4因子を抽出した． 
【結果】鳥取県東伯郡北栄町の地域福祉活動に携わる住民 84 名に対してアンケート調査を行っ
た結果，新しいアイデアを受け入れてもらえる，困難な課題に向き合うことができるという「挑
戦」の雰囲気が，共助活動の体制・組織づくりや共助交通の実行可能性に影響を与えることが示
唆された（図 1）． 
 
(2) 共助活動への協力意向に影響を与える個人的・組織的要因の分析 
 
【背景と目的】住民による送迎支援や買い物代行といった新たな共助活動の実現には，住民のス
キルや態度といった個人に関する要因や集落の雰囲気や組織体制といった組織に関する要因が
あると考えられる．しかし，それぞれの要因が共助活動に対してどのような影響を与えているの
か明らかではない．そこで，共助活動の実現可能性を高める要因および各要因と共助活動の関係
性を明らかにし地域運営組織の共助活動の支援策に役立てる． 
【手法】鳥取県内の 4 つの地域運営組織に対しアンケート調査を実施し 968 名より回答を得た．



調査票の作成にあたり令和 3年度の成果を用いている．心理的安全性，リーダーシップ，パフォ
ーマンスの仮説に基づき共分散構造分析を行った． 
【結果】共助活動への協力意向を直接的に高める要素は住民の経験・考え，集落の体制であるこ
と，その他の要素も間接的に協力意向に影響を与えていることがわかった．さらに，住民の情報
共有は集落活動への参加を促進する可能性があること，新たな共助活動に対する準備には，企画
に関する内容，体制づくりに関する内容，外部との連携に関する内容があり，それらが段階的に
共助活動への協力意向に影響を与えていることもわかった（図 2）． 
 
(3) 情報行動と共助活動の協力意向に関する分析 
 
【背景と目的】中山間地域では住民による送迎支援や買い物代行といった共助活動の必要性が
高まっているものの，住民の共助活動への協力意向は様々であり，どのような住民にどのような
働きかけをすれば効果的かは自明ではない．そこで，共助活動への協力意向と情報を入手する方
法の関係を明らかにすることを目的とした調査を行った． 
【手法】鳥取県東伯郡北栄町において 18 歳以上を対象としたしアンケート調査を実施し 3,947
名より回答を得た．調査票の作成にあたり令和 4 年度の成果を用いている．調査データに対し項
目応答理論およびアソシエーション分析を行った． 
【結果】協力してもよいと思う共助活動の種類と数から住民を積極層，中間層，消極層の 3つに
分類した．共助活動の積極層と中間層では，利用するメディアと協力できる共助の組み合わせが
異なることがわかった．つまりどんな層にどのような手段で情報発信すれば効果的なのかがわ
かった（図 3）． 
 
(4) 住民参加による問題解決型学習の実践 
 
【背景と目的】共助活動の担い手となる組織として地域運営組織に期待が寄せられている．地域
の生活サービスを維持することやコミュニティビジネスの事業主体となることが望ましい．し
かし，地域づくりの現場では人材不足が大きな問題となっている．その理由として，地域づくり
人材に必要な知識・技術の体系的な支援方法が明らかではないことが挙げられる．そんな中，鳥
取県東伯郡北栄町は地域住民による問題解決型学習の取り組み「ほくえい未来ラボ（ほくラボ）」
を新たに立ち上げた． 
【手法】地域づくりに関して，PBL(Problem/Project Based Learning)を通して身につく可能性
がある能力を 7 種類 30 項目に整理した．ほくラボの参加者の活動記録，アンケート，ヒアリン
グ調査から，潜在的な地域づくり人材の発掘およびそれらの人々が地域づくりを実践するため
に必要な具体的な支援方法を明らかにした． 
【結果】30 項目の能力について，ほくラボの活動を通して自信がついたかどうかをたずねた結
果，課題発見とチーム活動について効果があった（図 4）．チーム編成および参加者の自主性に
任せた活動方法は好評だった一方で，実践の場の提供や活動のフォローの充実が必要であるこ
とがわかった． 

  

図 1 心理的安全性と共助の関係 図 2 共助に寄与する組織・個人的要因 

 
 

図 3 情報行動と共助の関係 図 4 住民参加型 PBL の効果 
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